
文部科学省 産業連携・地域振興課 拠点形成・地域振興室長
廣野 宏正

R6.5.8 「共創の場形成支援プログラム（COI-NEXT）公募説明会」

「共創の場形成支援プログラム」に期待すること



 総合振興パッケージの位置づけと目指す大学像
• 研究活動を核とした大学に求められる機能について、自らのミッションや特色に応じたポートフォリオを描

きつつ戦略的に強化し、大学の力を向上させることで、新たな価値創造の源泉となる「知」と「人材」を
創出、輩出し続ける大学

総合振興パッケージで目指す大学像（総論）

（参考）研究大学とは？
高等教育機関のうち特に、（複数の分野において）多様な社会で活躍できる博士人材を輩出する機能を持ち大学院教育における
研究活動を重視しており、研究基盤を維持し、多くの研究者や博士課程学生が在籍している大学
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（参考）カーネギー大学分類：米国カーネギー教育振興財団が出資し設立した、民間の高等教育政策審議機関であるカーネギー高等教育審議会が、
高等教育の現状分析と課題析出に資するために作成したものが始まりであり、学位授与数や専攻の多様性等により、Doctoral Universities, 
Master‘s Colleges and Universities, Baccalaureate Colleges, Associate‘s Colleges, Special Focus Institutions 等 に大別



総合振興パッケージによる支援全体像

地域・社会・ステークホルダー
～地域の社会経済の発展に留まらず、グローバル課題の解決や国内の構造改革・社会変革を牽引～

大学による
強みや特色を伸ばす戦略的経営の展開

（大学のマネジメント改革を促進）

恒常的に大学の強みや特色を伸ばすための体制づくり
（基盤的な活動を支援）

先端的な取組にドライブをかける支援の仕組み
（大学の強みや特色を伸ばす事業等を通じ、当該
事業間での連動を図りながら、強みや特色の更なる
発揮を支援。それらを支える体制づくりとも連携。）

 大学が、自身の強みや特色を伸ばす戦略的経営を展開することで、ポテンシャルを抜本的に強化（大学が変わる）
 大学が拡張されたポテンシャルを社会との協働により最大限発揮し、主体的に社会貢献に取り組むことで、社会を変革（社会

が変わる）

②繋ぐ仕組みの強化

①大学自身の取組の強化 ③地域社会における大学
の活躍の促進

地域の産学官ネットワークの
連携強化や座組活用

繋ぐ人材・組織の表彰

自治体との連携強化、
府省間の事業連携による

一体的支援

機能強化・拡張 機能強化・拡張

制度改革（特区活用）
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具体的にどのような支援策が使えるのか？
～強みや特色を活かした人材養成や研究成果などのポテンシャルを最大限活かし、地域の主要産業（農林水産業、製造業、
サービス産業等）の生産性向上や雇用の創出を牽引し、地方創生に貢献することを主なるミッションとしている大学の場合～

モデル事例

大学による
強みや特色を伸ばす戦略的経営の展開

（大学のマネジメント改革を促進）

恒常的に大学の強みや特色を伸ばすための体制づくり（基盤的な活動を支援）

②繋ぐ仕組みの強化

③地域社会における大学の活躍の促進

地域の産学官ネットワークの連携強化や座組活用

繋ぐ人材・組織の表彰

機能強化・拡張
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⇒ ミッションの実現を下支えするとともに、加速を後押しする基盤的経費

【人材育成】
 地域社会と連携して既存の教育プログラムを再構築し、地域を牽

引する人材を育成したい ⇒ 地域活性化人材育成事業
【研究基盤の強化】
 分野・組織の枠を超えた新しい学際研究領域のネットワーク（共

同利用・共同研究体制）を形成・開拓したい
⇒ 共同利用・共同研究システム形成事業

【社会実装】
 大学が持つポテンシャルを活かして、未来のありたい地域社会像

の達成に向けて、産学官による研究開発・社会実装を進めたい
⇒ 共創の場形成支援

 首長のリーダーシップの下、デジタル技術等を活用し、産業創生・
若者雇用創出を中心とした地方創生と、地方創生に積極的な役
割を果たすための組織的な大学改革に一体的に取り組みたい
⇒ 地方大学・地域産業創生交付金事業

【経営力強化】
 強みや特色ある研究力を核とし、大学の国際競争力強化や経営

リソースの拡張・戦略的活用を図りたい
⇒ 地域中核・特色ある研究大学強化促進事業

先端的な取組にドライブをかける支援の仕組み

制度改革（特区活用）
 大学が所有する土地等を活用して、民間企業による研究開発

成果の社会実装をいち早く進めたい ⇒ 構造改革特区へ申請

自治体との連携強化、府省間の事業連携による一体的支援
 自治体や社会実装を担う官庁のニーズに応え、地域の課題解

決を主体的に進めるために、学内の体制強化を図りたい
⇒ 地域中核大学イノベーション創出環境強化事業

 高度な農業関連技術の開発・改良・実証を行い、生産現場のス
マート化に活かしたい ⇒ スマート農業技術の開発・実証・実装
プロジェクト（地域中核大学と民間事業者等がコンソーシアムを組んで申請）

 産学金官連携の下、地域密着事業を立ち上げることに貢献した
い
⇒ ローカル10,000プロジェクト（自治体が申請主体）

地域・社会・ステークホルダー
～地域の社会経済の発展に留まらず、グローバル課題の解決や国内の構造改革・社会変革を牽引～
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機能強化・拡張

①大学自身の取組の強化



大学共同利用機関、共同利用・共同研究拠点等の共同利用・共同研究機能の強化や分野・組織に応じた研究基盤の共用を推進
最先端の中規模研究設備群の整備や、効果的・継続的運用を行うための組織的な体制を整備
基盤的経費や競争的研究費（人材育成、基礎研究振興、産学連携促進）による支援を通じた全国の国公私立大学の研究力の向上

魅力ある拠点形成による大学の特色化

世界
トップレベルの

研究拠点

日本全体の研究力発展を牽引する研究システムを構築

※大学ファンドの運用益による支援

優秀な研究者が、所属機関の研究環境に左右されることなく力を発揮できるよう、
最先端の研究設備を活用した世界最高水準の研究基盤を整備

大学の研究基盤の強化

地域の中核・特色ある研究大学 世界と伍する研究大学
（当面数校程度）

地方創生
のハブ共創の場

世界と伍する
研究大学

世界と伍する
研究大学

特定の強い分野における人材流動や
共同研究の促進等を通じ、
共に発展できる関係を構築

人材流動 共同研究

特色ある強みを持ち、成長する研究大学群の形成に向けて
大学ファンド支援対象大学とそれ以外の大学とが相乗的・相補的な連携を行い、共に発展し
ていくためには、地域の中核・特色ある研究大学が、特定の強い分野において魅力的な拠点
を形成し、それを核に大学の活動を拡張するモデルの横展開と発展が必要。

4



共創の場形成
支援プログラム
（COI-NEXT）

育
成
型

目指すビジョンの構築や研究テーマの組成、研究推進体制整備等を実施。進捗管理、ネットワーキ
ングや発展シナリオ等のハンズオン支援及び本格型への昇格審査を実施。

支援規模：3千万円程度/年
支援期間：2年度程度
支援件数：12拠点程度（新規６拠点程度）

本
格
型

①大学等を中心とし、国・グローバルレベルの社会課題解決を目指す国際的水準の拠点（共創分
野）、②国の重点戦略を踏まえた拠点（政策重点分野）、③地域大学等を中心とし、地方自治
体、企業等とのパートナーシップによる、地域の社会課題解決や地域経済の発展を目的とした拠点
（地域共創分野）について、価値創造のバックキャスト研究開発と持続的なシステム構築を推進。

支援規模：~4億円程度/年
支援期間：最長10年度
支援件数：33拠点程度

OPERA
(継続のみ)

民間企業とのマッチングファンドにより、複数企業からなるコンソーシアム型連携による非競争領域の大型共同研究と博士学生等の人材育成、大学の産学連携
システム改革等を一体的に推進。

支援規模：共創PF育成型 1.6億円/年
支援期間：6年度

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
型

産
学
官
連
携
の
一
体
的
推
進

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・

エ
コ
シ
ス
テ
ム
の
形
成

共創の場形成支援 -知と人材が集積するイノベーション・エコシステム-

• 将来の不確実性や知識集約型社会に対応したイノベーション・エコシステ
ムを産学官の共創（産学官共創）により構築することが必要。

• 産学官民などの多様なステークホルダーを巻き込み将来ビジョンを策
定・共有し、その実現に向かって取り組むことが必要。

• 経済が厳しい状況にある中、国が重点的に支援し、大学等を中核とし
た組織対組織の本格的な共同研究開発の推進と環境づくりを進めるこ
とが重要。

背景・課題

• 国連の持続可能な開発目標（SDGs）に基づく未来のありたい社会像を拠点ビジョン(地域共創分野では地域拠点ビジョン)として掲げ、その達成に向けた、
①バックキャストによるイノベーションに資する研究開発と、②自立的・持続的な拠点形成が可能な産学官共創システムの構築をパッケージで推進。

• 本事業が、「地域中核・特色ある研究大学総合振興パッケージ」において、大学の強み・特色を伸ばすための中核的な事業に位置づけられていること等を踏まえ、
研究大学の抜本的な機能強化に向けて、大学の可能性を最大限引き出す産学官共創拠点を拡充（ 「国際卓越研究大学」及び「地域中核・特色ある研究大
学強化促進事業」の支援を受けている大学については、それらにおける支援の状況も考慮）。

事業内容

※運営費交付金中の推計額

国 JST

運営費
交付金

大学・
国立研究開発法人等

委託

SDGsに基づく未来のあるべき社会像を探索し、参画する組織のトップ層までビジョンを共有。国の
成長と地方活性化、持続可能な社会の実現を目指す。

「人が変わる」
SDGsに係るビジョンを共有

「社会が変わる」
科学技術イノベーションに
よる社会システムの変革

ビジョンからバックキャストし、研究開発目標と課題を設定。組織内外の様々なリソースを統合する
ことで最適な体制を構築し、デジタル技術も活用しつつ、イノベーション創出に向けた研究開発を
実施。ビジョン実現に必要な社会実装、社会システム変革を目指す。

産学官共創拠点を自立的に運営するためのシステム（産学官共創システム）を構築。プロジェク
ト終了後も、代表機関が中心となり持続的に運営。

「大学が変わる」
持続的な産学官共創
システムの整備・運営

科学技術
イノベーション

持続可能な
社会の実現国の成長と地方活性化

共創
の場企業等との

共同研究推進
自立的に運営するため
の仕組みと体制を構築

社会像（ビジョン）共有

産学官共
創システム

（３つのポイント）

C自治体

B企業

連携のイメージ
A大学・

研究開発法
人

応募

応
募

 令和6年度予算額 134億円
（前年度予算額 138億円）

【経済財政運営と改革の基本方針2023（令和5年６月閣議決定）抄】
・国際卓越研究大学と経営リソースの拡張・戦略的活用や研究者等のキャリア形成面を含め相乗的・相補的に連携した車の両輪と

して、地域の中核・特色ある研究大学の多様なミッションの実現に向けた抜本的な機能強化を図る。
【統合イノベーション戦略2023（令和5年６月閣議決定）抄】
・2022年度第二次補正予算において新たに造成された2,000億円規模の基金等による「地域中核・特色ある研究大学強化促進

事業」等の推進や、「学際領域展開ハブ形成プログラム」等の円滑な実施や、「共創の場形成支援プログラム（COI-NEXT）」
を通じた産学官連携拠点の着実な構築、「世界トップレベル研究拠点プログラム（WPI）」による世界トップレベルの研究水準を
誇る国際研究拠点形成の計画的・継続的な推進などにソフト・ハード一体となって取り組む。

【国際卓越研究大学の研究及び研究成果の活用のための体制の強化に関する法律案に対する附帯決議（衆・参）】
四 政府は、我が国の大学全体の研究力の底上げを図るため、個々の大学が、知的蓄積や地域の実情に応じた研究独自色を

発揮し、研究大学として自らの強みや特色を効果的に伸ばせるよう、国際卓越研究大学以外、特に地方の大学への支援に十分
配慮することとし、地域中核・特色ある研究大学総合振興パッケージの大幅拡充等により、十分な予算を確保すること。
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6

本事業の申請にあたってご留意いただきたいこと

大学全体のミッション・ビジョン等のもと、大学の強みや特色を伸ばす
 観点から、提案プロジェクトを位置づけていくこと

 上記を踏まえ、大学が社会的役割を果たすための道筋を具体的に構想す
ること

本事業とともに、外部資金や学内外の各種取組を有機的
に連動させながら、自らの強みや特色をさらに発展させ
ていく。
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大学・スタートアップ・ベンチャーキャピタル・既存企業（大企業等）のステークホルダーとの協調関係の下、
大学知財イノベーションエコシステム（下図）を活用し、大学知財*1の社会実装機会の最大化及び資金の好循環を図る

大学知財ガバナンスガイドラインの狙い

既存企業
(大企業等)

共同研究

知財
ライセンス

大学
大学知財

ベンチャー
キャピタル 資金

大学知財イノベーションエコシステム

知財
ライセンス*2

スタート
アップ

*1 大学が創出した研究成果のうち、大学知財イノベーションエコシステムのステークホルダーとの協調関係の下で社会実装を目指す知的財産。大学単独保有のものと、大学と既存企業との共有のものを含む。
*2 大学単独保有の大学知財を既存企業が実施する場合。

• 大学知財イノベーションエコシステムを発展させて大学知財の社会実装機
会の最大化を図るためには、各ステークホルダーが、大学知財の社会実装
に向けて各々果たすべき役割について、他のステークホルダーと説明責任を
果たし合う関係を構築することが鍵。

• 大学知財は、大学知財イノベーションエコシステム全体で社会実装機会の
最大化、ひいては、社会的・経済的価値の最大化が図られるように取り扱
われることが望ましい。

• 大学は、自らの経済的価値のみを最優先としないからこそ、ステークホル
ダーとの協調関係を構築し、大学知財の社会実装機会の最大化を目指
す役割を果たすことができる。

本ガイドラインの位置付け
• 本ガイドラインは、 「産学官連携による共同研究強化のためのガイドライン」（以下、「産官学連携ガイドライン」という。）及び「産学官連携によ

る共同研究強化のためのガイドライン【追補版】」（以下、「産官学連携ガイドライン【追補版】 」という。）で示された考え方を踏まえ、大学知財
の社会実装機会の最大化及び資金の好循環を達成しようとする場合に必要となる、大学における知財マネジメント及び知財ガバナンスに関する
考え方を示すものである。

• 本ガイドラインは、産官学連携ガイドライン及び産官学連携ガイドライン【追補版】の附属資料であり、これらと一体として大学において活用されるこ
とが期待される。

「大学知財ガバナンスガイドライン（概要）」より
（令和5年3月29日 内閣府・文部科学省・経済産業省）
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産学官連携に取組む

全国9大学15の良好事例から
「組織」対「組織」の

産学官連携の成功要因を抽出

民間企業

政府・
地方公共団体

教育機関
研究機関

「組織」対「組織」の産学官連携のさらなる拡大に向けて

連携事例集リーフレット

10

文科省HPにて近日公開予定

y-umemoto
ハイライト表示



こんなときに使える！

他の大学がどのような取組みをしているのか知りたい
「組織」対「組織」の産学官連携活動の成功要因を知りたい
日々の業務で課題を抱えていて、解決策のヒントが欲しい
自学の産学官連携の取組み状況を客観的に見て、今後乗り越えるべき課題を知りたい

事例集の目的とポイント

得られた成果

全国の研究大学が「組織」対「組織」の産学官連携を成功に導くための要諦をノウハウ化
「組織」対「組織」の産学官連携の取組みを成功に導くための要素を抽出し、
産学官連携を成功に導く9つの成功要因を抽出

我が国の研究大学が自らの研究力を向上させていく上では、「組織」対「組織」の産学官連携活動に係る取組みを
はじめとした各種外部収入を増加させるための戦略的な取組みを行うことで、経営リソースの拡張を図ることが重
要であり、文部科学省では、これまで産学官連携による共同研究強化のためのガイドライン等※の作成や、産学官
連携推進事業等を通じて、「組織」対「組織」の産学官連携の強化に向けた取組みを行ってきた

企業から大学への投資は順調に進んできたものの、民間企業との共同研究は依然小規模なものが多い
→1,000万円以上の共同研究は、民間企業と大学等で実施される件数の総数の5.4%にとどまっている

本事例集では、全国の大学の規模や実情に応じて参考にするための多様な良好事例を調査・分析するべく、
産学官連携に取組む9大学にヒアリングを実施した結果をとりまとめた

※文部科学省・経済産業省による共同作成

1

こんな方にオススメ！

研究者
URA

産学連携コーディネーター
事務職員 等

産学官連
携に取組

む

教職員の
方にオス

スメです

大学との産学官連携に取組む・取組みを検討している企業/自治体の担当者の方も
今後、実際に大学と連携する際の具体イメージや進め方についてのヒントを得るために是非ご覧ください

事例集の内容

・産学官連携の推進プロセス
・産学官連携の推進プロセスを支える体制・仕組み

「組織」対「組織」の産学官連携の取組みを
成功に導くための要諦 ・全体サマリ

・大学別事例紹介

各大学へのヒアリング結果21
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2「組織」対「組織」の産学官連携を
成功に導くための9つの要素

大 学

URA･職員❼ 企業の体制❾

全学的な方針･学内文化❺

研究者❻

制度･仕組み❽
制度A. 仕組みB.

産学官連携の推進プロセスを支える体制・仕組み

大 学

パートナー

国 自治体 企業

戦略的なパートナーとの関係構築・
お互いのビジョンを共有し、テーマに落とし込み
・意思決定権を持つパートナーとの出会い
・パートナーと共同で大型化に繋がるテーマを模索

企業とwin-winの関係になる契約方法の提示
・企業の人材育成の機会の提供
・研究設備・施設の提供 等

トップ～現場まで密に連携できる体制を構築
・トップへの頻繁なコミュニケーションで透明性を担保
・現場ではインフォーマルな場も活用し密に対話

新規パートナー探しと既存パートナーとの関係の深化
・「知」や構築したスキームを活用し新規パートナー獲得
・既存パートナーと新規テーマ探しの枠組みを構築

自学の強みの分析/
パートナーとの出会い/
テーマの共同設定

プロジェクトへの落とし込み/
知の価値を踏まえた契約

各プロジェクトのモニタリング/
アジャイルなマネジメント

創出された
成果の活用

連 携
❶ ❷ ❸ ❹

企 業

産学官連携の推進プロセスにおける要諦

❶

トップダウン+現場レベルの密な連携による産学官連携の
文化醸成
・執行部が改革の旗振り役となり、産学官連携を推進
・現場レベルには管理職から透明性高くコミュニケーション

❺ ❽

キーマンをアサインすることによるプロジェクトの
円滑な推進・拡大
・大学側の視点も理解しているキーマンをリーダーに抜擢

❾

社会実装への意欲を持った研究者に事業化に向けた
支援を提供
・卓越した研究力を持った研究者と支援人材との出会い
・事業プロデュース力を持った教員の採用・育成

❻

研究企画～知の収益化まで一気通貫で支援する体制の構築
・知の収益化までのプロセスに応じた支援体制の構築
・長い期間をかけ、産連組織の機能強化及び、制度整備を推進

❼

❷

❸

❹

A.研究者、産連部門の職員(URA等）への金銭的/非金銭的な
インセンティブ

全学的に産学官連携を推進・拡大していくための制度・仕組み

・研究者への自己裁量で利用できる資金、若手研究者の育成
  制度 
・産連部門の職員へのテニュアトラック制度、認定制度、教育
  プログラム

B.自学の強みを分析・理解し、戦略的に組織強化・大型案件
   獲得を推進
・自学の強み・弱みを分析し、組織の強化ポイントを見極め
・全学的にシーズ/ニーズを把握し、収益化に結び付ける体制
 を構築

「組織」対「組織」の
産学官連携の取組み
を成功に導くため

の要諦

事例集内 1
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前ページ「9つの要素」の該当番号

各大学への
ヒアリング結果

事例集内 23 産学官連携の発展段階ごとに、
各段階で乗り越えるべき課題

文部科学省
科学技術・学術政策局
産業連携・地域振興課
拠点形成・地域振興室

プロセス

体制・
仕組み

プロセス

体制・
仕組み

プロセス

体制・
仕組み

産学官連携の
発展段階

各段階で乗り越えるべき課題
参照すべき大学の事例

産学官連携の
取組みは小規模・
属人的な活動に
とどまっている

教員個人対企業
で比較的大規模
な産学官連携の
取組みを実施

連携機能強化・
全学連携を行い
組織対組織の
案件を創出

再現性のある
連携モデルを
構築し、
拡大生産的に
大型案件を組成

企業とのコネクションが構築できない

大型案件の取組みのきっかけが作れない

社会課題の解決に繋がる自学の強み・アセットがわからない

卓越した研究成果を社会実装に繋げる人材がいない

契約事務・交渉等で研究者を支援する人材がいない

トップマネジメント同士の対話機会がない

知の価値を契約に取り込むことができない

企業側のニーズに合わせた契約スキームがない

大学側のプロジェクトマネジメント力が弱い

企業とのコミュニケーション頻度が低い

取組みにトップマネジメントの関与が弱い

マネジメント層のコミットが弱い

企業側と認識齟齬が頻繁に発生

プロジェクトに企業側が関与する体制が構築できていない

大型共同研究に繋がるテーマの検討が進まない

得た成果を組織運営に還元できていない

次期テーマに繋げる動きが乏しく
再現性のあるテーマ創出ができていない

社会実装に強いモチベーションを持つ若手研究者が
集積されていない

URAの強化すべきスキルが不明

グローバルで知財管理できる職員の不足

組織の拡大に伴う産連組織内/組織間の連携の希薄化

URAの長期雇用ができない

ベンチャー創出後も見据えた一気通貫の支援を行う体制が
構築されていない

STEP 0

STEP 1

STEP 2

STEP 3

東京農工大学/広島大学

信州大学/東京農工大学/
弘前大学/広島大学

熊本大学/神戸大学/
立命館大学

信州大学/東京農工大学/
名古屋大学/立命館大学

神戸大学/東京農工大学/
名古屋大学

東京農工大学/立命館大学

熊本大学/立命館大学

熊本大学/弘前大学

熊本大学/弘前大学

名古屋大学/広島大学

神戸大学/広島大学

東京農工大学/東北大学/
名古屋大学

名古屋大学

信州大学/名古屋大学

東北大学/弘前大学

弘前大学

信州大学

信州大学

神戸大学

組織をどう強化していけばいいか分からない 信州大学

立命館大学

信州大学

小規模な産学官連携が多く、大型案件に繋げにくい

研究者のインセンティブになる制度が不足

自学のシーズ/企業のニーズの把握不足

東北大学/広島大学/
立命館大学

熊本大学

東京農工大学/広島大学

広島大学

弘前大学

〒100-8959
東京都千代田区霞が関3丁目2番2号
電　話 : 03-5253-4111（代表）

050-3772-4111（IP電話）
メール : region@mext.go.jp

❶
❶

❶
❷
❷
❸
❸
❸
❺
❼
❽
❽
❽
❽
❾

❶
❹
❹

❻

❼
❼
❼
❽
❽

❻
❻
❼
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https://www.mext.go.jp/a_menu/shinkou/sangaku/mext_00012.html


人が変わる 大学が変わる

社会が変わる

ご清聴ありがとうございました。
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